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研究論文

ソーシャルワークにおけるソーシャルアクションの	
コンピテンシーに関する文献検討

小沼　聖治

要旨　本研究では、ソーシャルワークにおけるソーシャルアクションの理論に関する歴史的
背景を概観しながら、コンピテンシーの概念を用いて、ソーシャルアクションを実践するた
めに必要な資質や能力について考察することを目的とした。
　文献レビューの結果、ソーシャルワーカーの国家資格化や社会福祉サービスの充実化等を
背景に、従来のソーシャルアクションである闘争・葛藤モデルだけではなく、協働モデルな
ど地域の実情に応じた多様な実践モデルを構築する必要性が明らかにされた。また、ソーシャ
ルアクションは時代背景や地域特性を色濃く反映することから、多様な領域における日本型
のコンピテンシーを明らかにしていくことの重要性が示唆された。

Ⅰ．研究の背景と目的

日本において、少子高齢化をはじめとした核家
族化やひとり親世帯の増加、地域のつながりの希
薄化等によって、家族や地域の支援力・相互扶助
が低下・縮小している現状がある。このような背
景によって、地域住民の生活ニーズは多様かつ複
雑化しており、近年では、社会的ひきこもりや虐
待、孤立死、自殺等の社会的な問題が生じている。
また、高齢者や障害者、生活困窮者など様々な分
野の課題が絡み合って複合化し、世帯で複数分野
の課題を抱える状況がある（厚生労働省2015）。こ
のように、地域住民の生活課題が急速に変容し拡
大する現代において、既存の社会福祉施策に基づ
く相談援助だけでは、当事者と家族の生活支援が
困難な状況も散見される。これらの複雑化する生
活ニーズに対応するため、全世代・全対象型の分
野横断的かつ包括的な支援を提供できる福祉専門
職が求められている（厚生労働省2015）。また、地
域共生社会の実現に向けて、地域の課題を地域の

力で解決できる必要がある。そのため、特に地域
の橋渡しとなるソーシャルワーク機能が求められ
る（厚生労働省2017）。

新たな制度ができたとしても、その新たな狭間
にいるクライエントは存在する。そのため、社会
的排除の状況に置かれている人々のニーズに応じ
た社会資源の開発等、社会変革を目指した働きか
けができるソーシャルワーカーが求められている。
このような支援やアプローチが主流と考えた時、
社会環境や制度等に働きかけ、実情に即した社会
福祉制度の実現に向けたソーシャルワークの援助
技術であるソーシャルアクションは、今後大きな
役割を果たすといえる（加山2003；藤野2009）。つ
まり、現代の日本においては、当事者や地域住民、
関係専門職等と連携・協働し、ソーシャルアクショ
ンを展開できるソーシャルワーカーが求められて
いるのである。

ソーシャルワーク養成教育においても、近年で
は、ミクロ・メゾ・マクロの総合的な視点に基づ
く実践力習得の必要性が述べられており、ソーシャ
ルアクションの視点が不可欠とされる（ソーシャ
ルワーク教育団体連絡協議会2016）。そして、ソー
シャルワークのグローバル定義では、「ソーシャル
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ワークは実践であり学問である」とされ、専門性
を確立・発揮するために、中核となる行動特性（コ
ンピテンシー）を明確化する必要性が述べられて
いる（厚生労働省2019）。

一方、ソーシャルワークにおけるソーシャルア
クションのあり方は時代背景によって、変化を遂
げている側面がある。そこで、本研究ではソーシャ
ルワークにおけるソーシャルアクションの理論に
関する歴史的背景を整理しながら、コンピテンシー
の概念を用いて、ソーシャルアクションを実践す
るために必要な資質や能力について考察すること
を目的とした。

Ⅱ．研究方法

文献検索ならびに収集を目的とし、データベース
として「CiNii Articles」「医中誌」「Google Scalar」
を活用した。キーワードとして「ソーシャルアク
ション」「ソーシャルワーク」「社会活動法」「マク
ロソーシャルワーク」を使用し、ヒットした関連
文献を精査し、121本の国内文献を収集した。ま
た、これらのキーワードに「コンピテンシー」を
追加した75本の国内文献を対象とした。得られた
参考文献を基に、日本のソーシャルワークにおけ
るソーシャルアクションに関する歴史的な展開な
らびにソーシャルワークのコンピテンシーに着目
しながら文献を精読し、先行研究レビューを実施
した。

Ⅲ．結果

1 ．	日本のソーシャルワークにおけるソーシャル
アクションの動向

ソーシャルワークにおけるソーシャルアクショ
ンは、伝統的六分法として分類されてきた。しか
し、時代の流れによって、常に同じ位置づけで論
じられてきたわけではない。横山ら（2011）は、
先行研究を踏まえ、ソーシャルアクションを①組
織的活動、②援助技術、③コミュニティ・オーガ
ニゼーションの 3 つの視点で整理している。この

分類を参照し、ソーシャルアクションの位置づけ
を概観する。また、ソーシャルアクション実践の
移り変わりとともに、ソーシャルワーク養成教育
における位置づけの変遷に触れる。そして、近年
求められている当事者や地域住民等との協働によ
るソーシャルアクションについて、従来から実践
されてきたと考えられる精神保健福祉領域につい
ても述べる。

1 ）組織的活動としての位置づけ
ソール・アリンスキーが提唱者として位置づけ

られるソーシャルアクション（石神2014）は、第
二次世界大戦後の復興に向け、社会福祉制度に働
きかける技術として、日本に初めて紹介された（孝
橋1950）。当時のアメリカでは、ソーシャルアク
ションを除く五分法が公式化されており、多様な
議論を認識したうえで、あえてソーシャルアクショ
ンをソーシャルワークに位置づけたとされる（渡
邉2012）。具体的な実践としては、朝日訴訟や保育
所づくり運動等が挙げられ、組織的活動だけでは
なく、ソーシャルアクションを「社会福祉運動」
と位置づける研究も紹介されている（濱野ら2004）。
このように、ソーシャルアクションは戦後直後か
ら、社会福祉運動とともに、組織的活動として論
じられていた（横山ら2011）。

2 ）	コミュニティ・オーガニゼーションとして
の位置づけ

1960～1970年代のアメリカに起こった貧困問題
等の解決を目指して、ジャック・ロスマンは、コ
ミュニティ・オーガニゼーションの 3 モデルの一
つとして、「ソーシャルアクション」を体系化し
た。ロスマンは、各モデルの緻密な類型化と同時
に、各モデル間の統合的活用の視点を明らかにし、
実践の対象範囲が拡大された。ロスマンの 3 モデ
ルは、諸外国にも影響を与え、イギリスの論者の
間では、実践モデルの聖書と位置づけられていた

（定藤1989）。日本においても、ロスマンのモデル
が紹介されて以降は、コミュニティ・オーガニゼー
ションにおける技術・機能として、ソーシャルア
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クションが理解されるようになった。また、ロス
マンが「小地域開発」として整理した実践をソー
シャルアクションとして位置づけている時期もあっ
た（室田2017）。一方で、ソーシャルアクション
は、コミュニティ・オーガニゼーションの機能に
限定されず、独自の方法論としての捉え方が主流
であった（定藤1981）。

3 ）	ソーシャルワークの援助技術としての位置
づけ

1960年～1970年代の日本の高度経済成長期にお
いて、公害反対運動など、政策問題との対立を背
景に、ソーシャルアクションが注目されるように
なった。その中で、クライエントの権利を獲得す
るために、「闘争モデル」のソーシャルアクション
が展開された（渡邉2012；室田2017）。当時は、
ソーシャルワーカーという専門職が定着しておら
ず、ソーシャルアクションが「社会福祉運動」と
同義として明示されていた（渡邉2012）。

また、1970年代になってアメリカの福祉権運動
が紹介されると、障害者福祉分野などで、専門職
のパターナリズムが批判された。この動きに応じ
て、専門職主導ではなく、当事者主体のソーシャ
ルアクションを支援する方向性が示された（横山
ら2011）。つまり、ソーシャルワーカーはアクショ
ンの主体よりも、当事者の意見を代弁し活動を側
面的に支援するアドボケイトの立場であることの
必要性が論じられた。しかし、ソーシャルアクショ
ンはソーシャルワークの援助技術として示されて
きた傾向があり、1987年の社会福祉士および介護
福祉士法成立以降は、この傾向が促進されている
との指摘がある（横山ら2011）。

さらに1990年代以降になると、社会変動や生活
問題が多様化し、これらの課題に対応するために
ソーシャルワークの方法における統合化が進んで
きた。また、ワンストップ相談など地域の総合相
談が求められるようになった。その中で、ソーシャ
ルアクションのあり方も多様化してきた。1970年
代に福祉権運動が紹介されて以降、時代のニーズ
に応じたソーシャルアクションのあり方として、

従来の社会福祉運動といわれる「闘争・葛藤モデ
ル」だけではなく、行政や地域住民とのパートナー
シップを重視した「住民・行政パートナーシップ
モデル」や「市民・行政協働モデル」、多様な主体
と協働関係を構築する「協働モデル」など、実情
に応じた多様な実践モデルが明らかにされてきた

（加山2003；沢田2007；高良2017）。

4 ）	ソーシャルワーク養成教育における位置づけ
これまで見てきたように、ソーシャルワークに

おけるソーシャルアクションは、時代背景によっ
て、多様な位置づけがなされてきた。その中で、
社会福祉士・精神保健福祉士養成のカリキュラム
では、ソーシャルアクションは教育内容に含まれ
ていない。社会福祉士および介護福祉士法成立後
の厚生省社会局長通知では、社会福祉の方法論と
して、ソーシャルアクションが削除されている。
一方で、通知にこそソーシャルアクションは明示
されていないが、ソーシャルワーク養成教育のテ
キストにおいては、間接援助技術としてソーシャ
ルアクションが論じられている。このように、ソー
シャルアクションが、ソーシャルワークとしての
位置づけが曖昧なまま、今日に至っているとの指
摘もある。これらの背景として、社会福祉制度に
おける公的責任及び社会福祉に対する権利性の後
退によって、ソーシャルアクションを重視しない
社会福祉教育が展開され、ソーシャルアクション
研究や実践の停滞を生んでいるとされる（渡邉
2014）。また、公的な予算で雇用されているソー
シャルワーカーが多いことや、日本の政治機構の
特徴から、直接的なアクションより、水面下の交
渉が効果的とされる。このような現状において、
現行の制度・政策に対する異議申し立ての側面を
もつソーシャルアクションは、社会福祉援助技術
の方法論として位置づけが困難との指摘がある（根
津2014；室田2017）。

それでも、ソーシャルワークのグローバル定義
で、ソーシャルアクションの重要性が示され、ソー
シャルワークの職能団体が採択するソーシャル
ワークの定義に「社会の変革」と明示されている。
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また、ソーシャルワーカーの倫理綱領には、ソー
シャルアクションが「職責」と位置づけられ、ソー
シャルアクションを行う社会福祉専門職の養成が
社会福祉教育に求められている。こうした養成教
育を実現するために、「①社会福祉の権利性を重視
した教育」や「②教育の内容を向上させるための
シラバスの内容に関する情報の共有化」が課題と
される（渡邉2014）。

5 ）	精神保健福祉領域におけるソーシャルアク
ション

これまでソーシャルワークにおけるソーシャル
アクションの位置づけの変遷に触れてきたが、近
年に求められる「協働モデル」に基づくソーシャ
ルアクションは、日本の精神保健福祉領域におい
て、かねてより実践されてきたと考えられる。そ
れは、精神障害者が世界でも稀にみる特殊な歴史
の中で、非自発的入院の制度等、社会的排除の状
況が続いていることが背景にある。こうした歴史
的背景から、精神保健福祉領域のソーシャルワー
ク実践では、当事者の権利擁護や家族のリカバ
リー志向、行政とのパートナーシップが特に重要
視されてきた（阪田2016）。そのような中、1980年
代を中心に、精神障害者小規模作業所設立運動が
展開された。そこには、当事者や家族と協働する
精神科ソーシャルワーカー（以下、PSW）の主体
的かつ側面的なかかわりがあり、全国的な補助金
制度の創設につながった。また、家族会と協働し
て作業所設立に関わったPSWによって、地域精神
保健福祉のモデル事業が全国各地に展開された。
JHC板橋や十勝・帯広ケアセンター、やどかりの
里、麦の里など先駆的な地域実践が展開され、ソー
シャルアクションの重要な成果として評価されて
いる（大島2016）。これらの先駆的な事業所の多く
は、精神障害者リハビリテーション学会のベスト
プラクティスにも選ばれており、ソーシャルアク
ションの先進的な取り組みとして学ぶべきことが
多いといえよう。そして、2017（平成29）年度か
らは、精神障害にも対応した地域包括ケアシステ
ムの構築を目的とし、各都道府県にモデル圏域を

設定し、精神保健福祉士等をアドバイザーとして
派遣する支援事業が開始した（厚生労働省2017）。
このように、精神保健福祉領域においては、ソー
シャルワーカーと当事者・家族が協働した実践が
みられる。

2 ．ソーシャルワークにおけるソーシャルアク
ションのコンピテンシー

ソーシャルワークの専門性を発揮するためには、
中核となる行動特性（コンピテンシー）を明確化
する必要性が示されている（厚生労働省2019）。そ
こで、はじめにコンピテンシーとは何かについて
触れ、次にソーシャルワークにおけるコンピテン
シーの先行研究を概観し、ソーシャルアクション
に必要なコンピテンシーについて論じる。

1 ）コンピテンシー研究の概観
資質や能力を明らかにする概念として、近年

ではコンピテンシーという概念が用いられてい
る。武村（2014）は、初期の代表的な論者として、
McClelland（1973）やSpencer（1993）らの定義を
整理している。McClellandは、ハイパフォーマン
スの外交官に共通する行動特性をコンピテンシー
として発見した。また、外交官の職務内容や領域
によって異なる組み合わせを整理し、コンピテン
シーモデルを提唱した。一方、Spencerは、広義
のコンピテンシーとして、「知識やスキルから内的
な価値観を含む包括的・統合的な能力」とし、狭
義には「価値観に影響されて表現される行動特性」
として定義した。そして、コンピテンシーは、短
期間での習得は難しいが、トレーニングによって
開発可能な能力としている。世界的には、経済協
力開発機構（OECD）の定義が示されており、「心
理社会上の前提条件が流動する状況で、固有の文
脈に対して、複雑な需要に上手く対応する能力」
とされる。日本においては、小原（1997）が「個
人的な側面だけではなく、社会環境や物理的環境
の側面との相互作用のなかで成長・発達していく
能力」とコンピテンシーを整理している。このよ
うに、コンピテンシーは職業や領域により異なる
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こと、中・長期的な計画の中で修得していく専門
的な能力であると考えられる。

2 ）	ソーシャルワークにおけるソーシャルアク
ションに関する先行研究の概観

ソーシャルワークにおけるコンピテンシーの主な
先行研究について、井上（2010）は代表的な論者
としてO‘Hagan（1996）を紹介している。O‘Hagan
は、コンピテンシーを「新しい職務状況に対して、
スキルや知識から具体化された包括的概念」と定
義した。また、具体的な要素として、コミュニ
ケーション（communicate）、契約（engage）、促
進（enable）、評価（assess）、計画（plan）、組織
労働（work in organizations）、専門的な能力の発
達（develop professional competence）を示した。
それ以前に、ボーゴ・高橋（1991）は、ソーシャ
ルワーク実践に必要な知識（knowledge）、技術

（skills）、判断力（judgement）をコンピテンシー
としたが、O‘Hagan（1996）はそれらの要素をよ
り具体化したとされる。世界的には、アメリカの
ソーシャルワーク教育評議会が、ソーシャルワー
クにおけるコンピテンシーを専門職に必要な「価
値・知識・技術からなる測定可能な実践態度」と
定義している（室田2012）。また、コンピテンシー
は求められるレベルによっても違いがあり、藤田
ら（2008）は社会福祉専門職が共通して必要なコ
ンピテンシーを整理している。さらに山辺（2015）
は、共通のコンピテンシーとともに、質の高い社
会福祉専門職に必要なコンピテンシーがあると述
べている。そして、専門職を目指す社会福祉教育
においても、実習に必要な価値・知識・技術が、
コンピテンシーモデルとして整理されている（池
田2005；藤田ら2008；日本社会福祉士養成校協会
2009；種村ら2015）。一方、コンピテンシーは職務
内容や領域によっても異なることから、近年では、
菊地（2004）が多職種連携におけるコンピテンシー
の基本的な概念を整理し、概念の幅を拡大してい
る。また、職種による違いを明らかにするために、
介護支援専門員や聴覚障害ソーシャルワーカーの
コンピテンシーが整理されている（井上2010；原

2011）。このように、ソーシャルワーク関連におい
て、それぞれの領域に焦点化したコンピテンシー
の研究が進められている。

さらにソーシャルワークにおけるソーシャルア
クションのコンピテンシー研究としては、マクロ
実践領域の分析枠組みの中で、論じられている。
最も代表的な研究とされるロスマンの 3 モデルは、
それから数十年の間に多くの研究者に引用された
が、1990年代にはロスマンの研究を土台に、ウェ
イルが新しく 8 つの実践モデルを明示した。さら
には、この実践モデルをドロシー・ギャンブルと
ウェイルの共同研究により、グローバル社会特有
の経済的・環境的課題を視野に入れた分析枠組み
に整理されている（室田2012）。

日本においても、マクロ実践のコンピテンシー
として、菊池（2006）が地域福祉コーディネーター
に必要なコンピテンシーを開発した研究がある。
本研究では、地域福祉コーディネーターに対する
インタビューを通じて、コンピテンシーを16の要
素に整理している。また、室田（2012）は、日本
におけるマクロ実践の高まりを踏まえ、ドロシー・
ギャンブルの研究を参照し、ソーシャルワークに
おけるマクロ実践のコンピテンシー開発の方向性
を示唆している。そして、高良（2017）は、社会
福祉士のソーシャルアクション実践を詳細に分析
し、日本におけるソーシャルアクションの実践モ
デルとそのプロセスを明らかにしている。その中
で、ソーシャルアクションの方法と技術として、

「①法制度等の課題とニーズの明確化、②法制度等
の課題とニーズの可視化・共有化、③組織化、④
非営利部門サービスやしくみの開発、⑤制度化交
渉・協働」の 5 つを示した。いずれの研究も帰納
的な方法でコンピテンシーが明らかにされている
点が共通していると考えられる。



24

Ⅳ．考察

1 ．ソーシャルアクション研究の到達点と今後の	
課題

先達のソーシャルワーカーによるソーシャルア
クションによって、それまでの実践における功績
が公的に認められ、社会福祉士や精神保健福祉士
として国家資格化された。こうしたソーシャル
ワーカーの国家資格化は、同時に自由な実践がし
にくくなる側面を生み出し、ソーシャルワーカー
のソーシャルアクション機能の見直しが迫られた
ともいえる。

これまでにソーシャルワークにおけるソーシャ
ルアクションの歴史的な位置づけが整理される中
で、従来のソーシャルアクションが現代に馴染み
にくい背景が明らかにされている（渡邉2012；根
津2014；室田2017）。また、ソーシャルワークにお
けるソーシャルアクションのプロセスが明示され
ている（岩間2014；高良2017）。そして、現代に求
められるソーシャルアクションのあり方として、
従来の「闘争・葛藤モデル」だけではなく、「住
民・行政パートナーシップモデル」「市民・行政協
働モデル」等、実情に応じた多様なモデルが明ら
かにされた（加山2003；沢田2007；高良2017）。

これまでの研究や実践の蓄積を踏まえ、今後の
研究課題として、組織的活動であるソーシャルア
クション実践について、ソーシャルワーカー以外
の視点で、協働した人々の立場より分析する必要
がある。また、ソーシャルアクションを当事者の
社会参加と捉え、エンパワメントしていくプロセ
スを明らかにする視点が重要とされる（高良2017）。
そして、地域を基盤とする以上、地域特性がソー
シャルアクションの成果に大きな影響を及ぼすこ
とを考慮する必要がある。さらに、ソーシャルア
クションの実践モデルやプロセスは明らかにされ
ているが、ソーシャルワーカーが社会変革を生み
出す方法を明確化する必要がある（室田2017）。

一方、ソーシャルワークにおけるコンピテンシー
を検討していくうえで、実践力の修得度を評価す
る必要があることから、専門的であると同時に、

コンピテンシーが測定可能であることも考慮する
必要がある。一方、目に見えないソーシャルワー
クの価値と倫理観の修養度をどのように評価して
いくのかも重要な課題といえよう。

2 ．ソーシャルアクションの多様な捉え方の整理
と再定義

多様な捉え方がなされてきたソーシャルアクショ
ンは、同時に定義も多様であり、最初にアメリカ
で紹介されて以降、ソーシャルアクションの公式
な定義がないとの指摘がある（横山ら2011）。こう
した状況を踏まえ、ソーシャルアクションの定義
が試みられている。近年の代表的な研究では、高
良（2017）が社会福祉士を中心としたソーシャル
アクションの事例研究を基に、「多様な主体の協働
による非営利部門サービス等の開発とその制度化
に向けた活動によって法制度の創造や関係等の構
造の変革を目指す」とした新たな定義の構築を
行っている。その中で、主なモデルとして、闘争
モデルと協働モデルを示している。しかし、ソー
シャルアクションの概念は幅広く、ソーシャルワー
クの研究者や実践者の認識にもばらつきが生じや
すい。ソーシャルワークの専門性を明らかにして
いくためにも、今後もミクロ・メゾ・マクロそれ
ぞれのレベルや職務内容、領域に応じたさらなる
研究が求められる。

3 ．今後求められるソーシャルアクションのコン
ピテンシー研究

これまで見てきたように、地域のニーズに応じ
たソーシャルアクションを実践するためには、ソー
シャルワーカーに求められる資質や能力を明確に
していく必要がある。また、ソーシャルアクショ
ンのプロセスは地域の特性を色濃く反映すること
から、日本型のソーシャルアクションのコンピテ
ンシーを明らかにしていくことが重要であろう。
そして、そのコンピテンシーをより精査するため
に、社会福祉士とともに同じソーシャルワーク専
門職であるが、専門領域の異なる精神保健福祉士
の実践にも焦点化していく必要があろう。
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また、これまでの先行研究を踏まえると、ソー
シャルアクションは、単体の技術ではなく、ネッ
トワーキングやファシリテーション、ネゴシエー
ションなど多様な技術が包含・統合された援助技
術だと考えられる。そして、ソーシャルワークの
専門性を確立するために、コンピテンシーを明確
化する必要性が述べられている（厚生労働省2019）。
そこで、今後の新しい養成教育や卒後教育カリ
キュラムを検討していくために、ソーシャルワー
クにおけるソーシャルアクションに必要なコンピ
テンシーを帰納的な方法と同時に、演繹的かつ実
証的な方法を用いて、多角的に検討していくこと
が求められる。

Ⅴ．本研究の限界と今後の課題

これまで、ソーシャルワークにおけるソーシャ
ルアクションの理論に関する歴史的な位置づけを
概観しながら、ソーシャルアクションに求められ
るコンピテンシーの先行研究について整理し、必
要な資質や能力を考察してきた。しかしながら、
本稿の分析対象は国内文献に限定していることか
ら、テーマのすべてを網羅しているとは言い難い。
今後は諸外国の関連文献も収集し、ソーシャル
ワークにおけるソーシャルアクションのコンピテ
ンシーについて、社会福祉士や精神保健福祉士の
実践をはじめとした、高齢・障害・児童など様々
な領域を網羅的に取り組んだ先行研究レビューを
行っていくことが必要と考えられる。

また、ソーシャルワークにおけるソーシャルア
クションに必要な資質や能力を明らかにするため
に、協働モデルの実践を展開しているエキスパー
トの精神保健福祉士を対象としたインタビューを
行い、具体的な実証研究を進めていく計画である。
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